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【週間官公庁・地方法令情報】

＜環境保護省＞

『環境行政処罰の自由裁量権規範化に関する若干の意見』の配布に関する通達

http://www.mep.gov.cn/info/bgw/bwj/200903/t20090323_135569.htm

『環境情報ネットワーク構築規範』等国家環境保護基準2件の公布に関する公告

一、環境情報ネットワーク構築規範（HJ460－2009）

二、環境情報ネットワーク管理メンテナンス規範（HJ461－2009）

http://www.mep.gov.cn/info/bgw/bgg/200903/t20090326_135722.htm

新化学物質の登録検査機関リストの公布に関する公告

http://www.mep.gov.cn/info/bgw/bgg/200903/t20090327_135772.htm

『揮発性有機物質の漏れ・散逸排出の測定方法』等国家環境保護基準2件の意見募集に関するお知らせ

・『揮発性有機物質の漏れ・散逸排出の測定方法』（パブリックコメント版）

・『固定汚染源排ガス中の揮発性有機物質のサンプリング　エアバッグ法』（パブリックコメント版）

http://www.mep.gov.cn/info/bgw/bbgth/200903/t20090326_135754.htm

＜住居・都市建設省＞
『都市汚水処理場の汚泥処理　土地改良用泥質』（パブリックコメント版）

http://www.standardcn.com/article/show.asp?id=25816

『都市汚水処理場の汚泥処理　単独焼却用泥質』（パブリックコメント版）

http://www.standardcn.com/article/show.asp?id=25814

『都市汚泥処理場の汚泥処理　農業用泥質』基準の意見募集

http://www.standardcn.com/article/show.asp?id=25813

『電動バスの技術条件』の意見募集

http://www.standardcn.com/article/show.asp?id=25812

産業基準『熱供給計量技術規程』の公布に関する公告

http://www.mohurd.gov.cn/gsgg/gg/jsbgg/200903/t20090326_187933.htm

産業基準『生活ゴミ焼却場の運行メンテナンスと安全の技術規程』の公布に関する公告

http://www.mohurd.gov.cn/gsgg/gg/jsbgg/200903/t20090326_187934.htm

産業基準『生活ゴミ焼却処理工程技術規範』の公布に関する公告

http://www.mohurd.gov.cn/gsgg/gg/jsbgg/200903/t20090326_187938.htm

＜財政省　住居・都市建設省＞
太陽光発電建築利用の推進に関する実施意見

http://www.ccchina.gov.cn/cn/NewsInfo.asp?NewsId=16810

財政省：『太陽光発電建築利用の財政補助資金管理暫定弁法』の配布に関する通達

http://www.mohurd.gov.cn/zcfg/xgbwgz/200903/t20090326_187941.htm

＜地方＞
河北省環境保護局

オゾン層破壊物質撤廃管理・能力整備作業の強化に関する通達

http://www.hebhb.gov.cn/template/dispmore01.asp?lmlb=Q&lmdm=23&tmxh=000171875000000003906250

唐山松下環境保護奨励基金管理委員会

2008年度唐山松下環境保護奨励基金の報告に関する通達

http://www.tshbj.net/ReadNews.asp?NewsID=27462&BigClassName=通知通报&SmallClassName=文件通知&SpecialID=0

上海市：地方汚染物排出基準『工業用ボイラー大気汚染物排出基準』（第2次パブリックコメント版）の意見募集に関するお知らせ

http://www.sepb.gov.cn/news.jsp?intKeyValue=17338

上海市：地方汚染物排出基準『鉄鋼工業の大気汚染物排出基準』（パブリックコメント版）の意見募集に関するお知らせ

http://www.sepb.gov.cn/news.jsp?intKeyValue=17339

南京市環境保護局：2009年企業環境行為評価・環境情報公開作業の実施に関する通達

http://www.njhb.gov.cn/art/2009/03/26/art_404_20799.html

『南京市環境保護局：2009年環境政策法制作業の要点』の配布に関する通達

http://www.njhb.gov.cn/art/2009/03/26/art_404_20798.html

中国産業基準登録公告2009年第3号（総第111号）

	産業基準№
	産業基準名称
	代替基準番号
	批准日付
	実施日付
	基準主管部門

	HG/T 4083-2009
	イオン棒水処理器
	 
	2009-02-05
	2009-07-01
	工業・情報化部

	HG/T 4084-2009
	凝集沈殿の強化　全自動浄水プラント装置
	 
	2009-02-05
	2009-07-01
	工業・情報化部


http://www.sac.gov.cn/templet/default/dhggShowArticle.jsp?id=4943
中国地方基準登録公告2009年第3号（総第111号）

	地方基準№
	地方基準名称
	代替基準番号
	批准日付
	実施日付
	基準主管部門

	DB35/T 852-2008
	太陽光パネル照明具の技術要求
	 
	2008-11-26
	2009-01-01
	福建省品質技術監督局

	DB46/T 141-2009
	再生資源回収ネットワークポイント建設規範
	 
	2009-01-22
	2009-03-31
	海南省品質技術監督局

	DB45/T 567-2009
	広西：グリーン建築評価
	 
	2009-01-19
	2009-02-23
	広西チワン族自治区品質技術監督局

	DB37/T 1107-2008
	コンバータ調速省エネ改造技術規範
	 
	2009-01-07
	2009-01-15
	山東省品質技術監督局

	DB37/T 1109-2008
	クリーンエネルギー　成型炭の技術条件　　
	 
	2009-01-07
	2009-01-15
	山東省品質技術監督局

	DB37/T 1110-2008
	熱電併給ユニットの省エネモニタリング方法
	 
	2009-01-07
	2009-01-15
	山東省品質技術監督局

	DB44/T 581-2009
	広東省都市緑化事業施工・検収規範
	 
	2009-01-09
	2009-04-01
	広東省品質技術監督局

	DB44/ 582-2009
	石油精製産業のエネルギー消費限度
	 
	2009-01-09
	2009-06-01
	広東省品質技術監督局

	DB44/ 583-2009
	エチレン単位製品エネルギー消費限度
	 
	2009-01-09
	2009-06-01
	広東省品質技術監督局

	DB44/ 585-2009
	アンモニアソーダ法　アルカリ単位製品あたりエネルギー消費限度
	 
	2009-01-09
	2009-06-01
	広東省品質技術監督局

	DB11/T 212-2009
	園林緑化事業の施工・検収規範
	DB11/T 212-2003
	2009-02-06
	2009-05-01
	北京市品質技術監督局

	DB11/T 624-2009
	公共機関弁公建築物の電力項目別計量　技術要求
	 
	2009-02-06
	2009-05-01
	北京市品質技術監督局

	DB11/T 625-2009
	公共機関弁公建築物の暖房使用熱計量　技術要求
	 
	2009-02-06
	2009-05-01
	北京市品質技術監督局

	DB11/ 635-2009
	農村住宅の太陽エネルギー暖房の利用技術規程
	 
	2009-02-06
	2009-05-01
	北京市品質技術監督局

	DB63/ 768-2009
	集中暖房住宅の戸別熱計量設計・施工技術規程
	 
	2009-02-18
	2009-03-01
	青海省品質技術監督局

	DB44/T 586-2009
	セメント産業　省エネ管理規範
	 
	2009-02-10
	2009-06-01
	広東省品質技術監督局

	DB44/ 587-2009
	芸術性陶器の単位製品あたりエネルギー消費限度
	 
	2009-02-10
	2009-09-01
	広東省品質技術監督局

	DB44/ 588-2009
	日用品セラミック単位製品あたりエネルギー消費限度
	 
	2009-02-10
	2009-09-01
	広東省品質技術監督局

	DB44/T 589-2009
	日用品セラミック廃棄回収利用技術規範
	 
	2009-02-10
	2009-09-01
	広東省品質技術監督局

	DB44/T 590-2009
	衛生用セラミック廃棄回収利用技術規範
	 
	2009-02-10
	2009-09-01
	広東省品質技術監督局


http://www.sac.gov.cn/templet/default/dhggShowArticle.jsp?id=4942
【有益中国環境情報】
環境保護省：政府情報の公開作業2008年度の報告

http://www.mep.gov.cn/info/bgw/bgg/200903/t20090327_135778.htm

湖北省：2008年環境質状況の公布

http://www.mep.gov.cn/info/gxdt/200903/t20090326_135718.htm

【汚染対策】
全国砂塵暴モニタリングネットワークが6月末に完成

2009年6月末までに、全国砂塵暴モニタリングネットワークの84ヶ所のモニタリングステーションが基準通りに完成する見込みである。

全国砂塵暴モニタリングネットワークは、中国環境モニタリング中央ステーションと新疆など14省・市・自治区の84ヶ所のモニタリングステーションから構成されている。建設完了後、各モニタリングステーションは降塵・風向・風速・視程などの指標をリアルタイムモニタリングする能力を備え、砂塵暴の発生・発展・移動過程・都市空気質に対する影響の程度を適時、正確に把握することができ、砂塵暴予報警戒をデータ面から支える。

甘粛省は重点砂塵監視区の9ヶ所に標準化モニタリングステーションを設置する。

＜中国環境報より＞

江蘇省：汚泥無害化処理を全面推進　2010年に全省汚泥を無害化処理

　先日、江蘇省環境保護庁委員会は『全省の汚水処理場汚泥無害化処理の推進に関する通達』を公布した。『通達』では、汚水処理場の汚泥無害化処理の事業目標を明確化した。①2009年、国家環境モデル都市、エコ都市、現在これらを申請中または建設中の省轄市・県級市は、汚泥無害化処理率を85％、その他の市・県(市)は65％にする。②2010年までに、全省の都市生活汚水処理場と工業廃水集中処理場の汚泥の無害化処理をほぼ実現させる。

　具体的には3つの事業を行う。第一に、汚泥処理計画を作成・整備し、地方政府は汚泥処理処分施設計画・建設の責任主体となり、各市・県は汚泥発生と処理状況の徹底調査を行い、詳細状況を4月末までに同省環境保護庁に報告する。6月末までに同地区の汚水処理場の汚泥処理特別計画の作成・整備を終え、同省環保庁に記録を提出する。

　第二に、着実に計画立案と事業実施をし、各地は関連部門を積極的に組織し年度事業計画を制定する。任務・要求・進度・責任を明確にし、汚泥無害化処理処分事業を着実かつ効果的に進める。

　第三に、汚泥無害化処理事業に対する監督・管理を強化し、各地は関連団体に対して、国の関連要求に基づいて、汚泥の発生から処理までの全過程の管理台帳を作成するよう命ずる。

　汚泥処理の実用技術の普及の面では、国が奨励する汚泥無害化処理技術を採用し、汚泥の建材利用、土地利用、焼却、熱乾燥化など実証事業の建設・改造をしっかり行った上で、先進技術の実証、支援、推進を強化する。

　資金投入の強化の面では、国が発展を奨励する汚泥処理技術と設備に対して、規定に基づいて財政・税制上の優遇を与える。民間で建設した先進技術を導入した汚泥処理事業に対して、環境誘導資金を優先的に手配する。

　汚泥処理価格体系の構築の面では、江蘇省南部地域の各省轄市と県級市は、同省『汚水処理費調整関連問題に関する通達』の具体的な規定に従い、汚水処理費徴収政策と汚泥処理費の確保・支払いメカニズムを構築し、既存の汚染排出費徴収政策を十分に活用する。汚泥排出と無害化処理の要求に満たない企業には汚染排出費を追加徴収し、企業の汚泥無害化処理の自発性と意欲を高める。

　汚泥発生源抑制の強化の面では、『通達』によると、新規建設・改造・拡張を行う汚水処理事業は汚泥無害化処理施設を併設しなければならず、汚泥無害化処理方案のない汚水処理事業は環境影響評価審査に合格できない。また方案があるだけで関連処理施設の同時建設・操業開始を行わない汚水処理事業は環境特別検収に合格できない。

＜環境保護省ウェブサイトより＞

湖北省：長江の不法汚染排出行為を徹底調査 

半月間の湖北省の長江環境法取り締まり活動が先日終了した。今回の活動は長江、漢江の湖北部分の全ての汚染排出口に対してGPS地球測位システム、画像データ保存、モニタリング分析を行い、環境問題のある企業31社を処罰し、そのうち期限内改善9社、排出口封鎖5ヶ所、生産停止3社である。

今回は長江、漢江の主流湖北部分の各種汚染排出口355ヵ所を調査し、そのうち長江主流は264ヵ所、漢江主流は91ヵ所あった。種類別の汚染排出口では、企業の汚染排出口が110ヵ所、汚水処理場排出口が22ヵ所、公共施設汚染排出口が223ヵ所あった。355ヵ所の汚染排出口のうち、規範的な汚染排出口は123ヵ所、全体の34.6％しかなかった。

＜新華ネットより＞

国家重点監視対象の重点汚染源排出基準超過率は30％以上

2009年の全国環境法執行・環境緊急対応管理事業会議では、2008年の環境法執行と緊急対応管理事業では進展したが、環境監督管理の情勢は依然として厳しいとされた。

　2008年のモニタリング報告によると、国家重点監視対象の重点汚染源は、2000社余の廃水汚染源、900社余の都市汚水処理場、2000社余の排ガス汚染源があり、汚染排出基準超過率は30～40％に達する。2009年2月、環境保護省は72ヵ所の重点汚染源の現場で抽出検査を行い、25％の企業汚染処理施設で正常稼動していなかった。

＜人民日報より＞

酸性雨が依然深刻　珠江デルタ9市のうち8市が酸性雨深刻地区

広東省政府は先日会見を開き、2008年広東省の環境質状況を報告した。

全省21の地級以上の都市に降水観測ポイント47ヵ所を設置し行ったモニタリングデータによると、2008年全省都市降水の酸性度は強く、pH平均値は4.88で、酸性雨頻度は48.5％と、酸性雨汚染は依然深刻である。前年と比べ、降水のpH全省平均値は0.01ポイント下がったが、酸性雨頻度は3.8ポイント増加した。

都市降水pH平均値の範囲は、4.47(広州)～6.37(河源)の間で、広州･深圳･佛山･江門･茂名･肇慶･恵州･東莞･中山の9都市は、重度酸性雨地区である。このうち、広州の2008年の酸性雨pH値は4.47で、2007年の4.38から好転しているものの、依然として全省で最も酸性度が高い。広州の2008年酸性雨頻度は77.8％で、これも2007年の80.3％よりも改善されている。佛山方面の酸性雨pH値は4.54で、2007年の4.81より悪化しており、酸性雨頻度も85.5％と、2007年の70.9％から悪化している。

＜広州日報より＞

湖北省汚染源オンラインモニタリング建設を強制

湖北省環境保護局が先日決めた規定によると、今後、COD排出量が日量0.03トン、廃水量日量100トン、ボイラー1基当たり容量20トン/時以上の新規企業は、規定に基づき、汚染源オンライン監視システムを設置しなければならず、そうしなければ環境影響評価審査に合格できないという。

2008年、同省財政は4900万元余を汚染源オンライン監視システム建設に投入した。このうち、2000万元をオンライン監視システム建設の補助とし、2900万元余をオンライン監視システムの運行･保守に用いた。現在、同省重点企業516社でオンライン監視システム614セットを設置しており、そのうち国家重点監視企業255社で322セットを設置した。

現在、同省14の汚染源監視センターが間もなく完工する。これが完成すれば、国家･省･市の3級監視プラットフォームがネットワーク接続し、データ同期化が可能となる。

＜中国環境報より＞

黒龍江省政府：「三供両治」推進へ　4年間で汚水ゴミ処理場の建設進める

黒龍江省政府は先日、『「三供両治」事業建設加速の意見』を公布した。「三供両治」とは、水供給･熱供給･ガス供給と、汚水対策･ゴミ対策を指す。2010年までに、全省30都市の汚水･ゴミ処理プロジェクトを全て完成させ、水･熱･ガス供給問題を基本的に解決する。2012年までに、県級以上79都市の水供給と汚水･ゴミ処理プロジェクトを完成させる。

2010年までに、『松花江流域水汚染防止対策計画』に組み込まれた汚水処理場と管網建設事業40件を全て完成･稼働開始させ、計画外の都市の汚水処理場を投入運行させる。県級以上79都市の汚水処理率を70.6％以上にする。2012年までに、県級以上79都市の汚水処理場･管網を全て稼動開始させ、汚水処理率を83.4％以上にする。

＜中国環境報より＞

大気汚染が深刻　甘粛省の肺がん発病率が全国首位に

　甘粛省気象局の張書余局長が驚くべきデータを明らかにした。同省のがん死亡率は顕著な上昇傾向にあり、全国の平均死亡率と比べ56％も高く、そのうち肺がん発病率が全国首位であり、また都市の方が農村に比べ平均約20％高く、大気汚染が肺がん発生を引き起こす重要原因となっている。ヒートアイランドで都市部方向の風ができ、大気中の汚染が拡散しにくくなっている。都市を中心とする大気汚染問題が深刻になるにつれ、毎年平均約200万人の未成年者が大気汚染により死亡している。統計では死亡者の約40％が気象条件の非正常な状況下で死亡しているという。

　2008年10月に全国腫瘍登記事業・学術年会で一連のデータが示された。2005年蘭州市で確認された悪性腫瘍は3264例あり、同市の五区のうち悪性腫瘍発病率は西固区が最高で208.5/10万人、安寧区が最低で150.5/10万人であった。また、各種のがんが増加傾向にあり、肺がんは338％上昇し、以前のデータの3倍を上回り、全てのがんの中で第1位であった。

＜新華ネットより＞

【環境政策】
中国初のCDM運営機関ができる

2009年3月25日、国連CDM執行理事会(EB) は中環連合(北京)認証中心有限公司(CEC)の運営機関の資格を認めた。これでCECは中国初の同資格を得た機関となった。現在、CECが認められたセクトラル・スコープは、①エネルギー産業、②エネルギー輸送、③エネルギー需要、⑧鉱業製品、⑩燃料の散逸性漏洩である。

＜CECウェブサイトより＞

浙江省：汚染排出権取引で模索しながら前進

現在、浙江省の11の区設置都市のうち9市と、全省90の県(市・区)のうち17県で汚染排出権取引実証事業が行われた。これらの市・県は実証事業で模索しながら前進し、一部の地域では全国上位となっている。

同省の各実証事業実施都市のうち、嘉興市、紹興市などの実証事業は比較的早い時期から行われ、進展も速い。

嘉興市は、2002年に秀洲区で企業の汚染排出権有償使用実証事業を行い、5年以上かけて実践・模索し、2007年11月から全市を対象として汚染排出権取引制度を全面的に実施し、全国から注目を集めた。同市の汚染排出権取引は、制度構築後に市場参入する企業の新たに増える主要汚染物に限定することで効率を大幅に高めた。現在、同市汚染排出権取引保管センターでは100件余の取引を終え、大きな成果を得た。

紹興市も実証事業の成果が顕著な都市の1つである。同市の汚染排出権有償使用･取引管理制度では、汚染排出権有償使用指標の初期配分に重点を置いている。汚染排出事業者の余分な汚染排出枠に対して、行政による買い戻し方式を採用し、さらに買い戻ししなければならない状況を規定した。同市は新旧の汚染源の関係、新事業対象の新方法、旧汚染の古い方法に対して正しく対処し、良好な成果が得られた。

この他、現在、杭州市は汚染排出権取引政策と地方法規の制定に力を入れ、台州市は複数の産業間での汚染排出権取引で取り組みを進め、麗水市や衢州市などでも実証事業を行っている最中である。

同省の実証事業では一定の成果を収めたが、以下のような問題に直面しており、その任務は非常に重い。

第一は、汚染排出権取引に相応の法整備が遅れていることである。審査から取引までに統一的基準がなく、ただ各地で模索しながら実施している。同時に、汚染排出権取引は1つのシステム工程であり、付随の汚染排出総量配分計画、汚染排出許可などの制度と合わせて推進しなければならない。

第二は、汚染排出権取引の初期配分が困難であることである。既存企業の初期汚染排出権の大部分は無償配分であるが、新規企業はほぼ全て有償となっている。これにより、過去の汚染がひどく環境被害の大きい企業が、相対的に低いコストで大量の汚染排出権枠を占有できることになり、汚染が軽度で利益の良い企業にとっては、高いコストで少ない汚染排出権を購入することになる。これでは、汚染排出権の各汚染企業への有効な配分が困難になり、公平の原則を実現できなくなる。

第三は、汚染排出権取引と排出削減の有機的な結合である。汚染排出権取引は、国と省が下達する主要汚染物排出削減目標を順守した上で、余分な量を取引するものである。しかし実際には、企業が排出削減した主要汚染物排出枠をしばしば各地の排出削減のノルマに組み入れ、余分な枠を取引プラットフォームに入れていない。同時に、多くの大型企業は、政府の奨励のもと、排出削減事業に投資建設し、国と省が下達した排出削減任務を超えた部分も無償で区域の排出削減任務の達成ノルマに組み入れるなどで、実際に汚染排出権取引制度の発展を妨げている。

第四は、汚染排出権取引後の監督管理に空白があることである。汚染排出権有償使用･取引実施が進んでいる場所では、取引後の監督管理が真空状態である。

＜中国環境報より＞

環境法の処罰自由裁量を規範化――環境保護省政策法規司の楊朝飛司長

先日、環境保護省は『環境行政処罰自由裁量の規範化に関する若干意見』を公布し、環境行政処罰の自由裁量権に関する主な問題に対して系統的に規定した。

『意見』では、法律・法規的関連規定に基づき、環境法取り締まりの実情を踏まえ、具体的な違法の状況に対して、厳罰、軽罰、団体・個人の「同時処罰」、日割り計算による処罰、複数の行為別の処罰など量刑基準を規定した。

例えば、無断で地下パイプを敷設して違法排出する、希釈による「濃度規制順守」などの環境違法行為に対して重罰を科す。企業・事業者が水汚染事故を引き起こした場合、同事業者や直接責任者とその他直接担当者に対して「同時処罰」を行う。環境違法行為が継続状態にある場合、日割りによる処罰を行い、法により罰金額を累積計算する。

当然、各地の状況は異なるため、行政処罰の具体的基準は全国的に統一しにくい。一般環境違法行為に対して、自由裁量権の基準を定め、適当な典型的ケーススタディを行い、行政処罰事件の参照基準とすることにより、同地区・事情の似た同類案件での行政処罰の種類と程度をほぼ一致させる。国は具体的罰金額の参考指針を検討制定する予定である。

『意見』では、高位法優先、特別法優先、新法優先の3つの法規適用の基本ルールを明確にした。さらに環境法規間で矛盾する場合の具体的適用ルールを特に規定した。

環境保護部門の規則とその他部門の規則との間で矛盾する場合の適用ルールは以下の通りである。①環境保護部門の規則はその他部門の規則と一致しない場合、特別の職権で制定した規則が優先的に適用される。②2ヵ所以上の部門が共同で規則を制定した場合、1部門が単独で制定した規則より優先する。③如何に適用するか確定していない場合、国務院に決定してもらう。

『意見』では、その他懲戒手段の総合運用について、以下の規定を定めている。

第1に、経済政策的制約と結びつける。環境汚染のひどい違法企業に対して、環境保護部門は関連規定に基づき、中国人民銀行と銀行業・証券業監督管理機関や商業銀行に早急に報告し、融資機関が融資制限・融資停止措置を行い、証券監督管理機関が上場不認可・再融資不許可を行うのを情報面から支える。

第2に、社会監督と結び付ける。処罰企業の情報を公開し、環境違法が厳しい企業に対して、党委員会、人民代表大会、政府、政治協商会議などの機関に報告し、労働組合、共産主義青年団、婦女連合会などの団体・関連業界団体などに報告し、栄誉称号の撤回を提案する。

第3に、部門共同活動と結びつける。環境評価の審査をしない、「3同時」検収に合格しない、生産経営活動を無断で行うなどの違法行為に対して、商工部門に移管し、『無許可経営の審査・取締弁法』に基づき処分する。都市・農村計画、土地管理の法律法規の違反建設事業に対して、計画・土地部門に移管して法的に期限までに撤去し、土地を原状に回復する。

第4に、治安管理処罰と結びつける。監督検査の妨害、違法排出、危険物投棄などの行為に対して、治安管理に違反する行為の容疑がある場合、公安機関に移管し、『治安管理処罰法』により処罰する。

第5に、刑事事件の移管と結びつける。環境違法行為者が重大な環境汚染事故などの犯罪の容疑がある場合、『刑事訴訟法』、『行政執法機関の犯罪容疑事件に関する規定』と『環境保護行政主管部門の環境犯罪容疑事件移管に関する若干規定』により、公安機関に移管する。

第6に、民事訴訟支援と結び付ける。環境汚染損害賠償の当事者がモニタリングデータの提供を依頼する場合、環境モニタリング機関は受け入れなければならない。訴訟を行う場合、環境保護部門は法的に支援できる。仲裁を要請する場合、環境保護部門は仲裁を行える。

＜中国環境報より＞

環境保護省：環境税・費用政策改革の全体構想が固まる

環境税・費用政策改革の全体構想が確定した。これによると、高汚染･環境ハイリスクの製品･生産工程･企業に課税徴収するとともに、減税措置を活用し、所得税･付加価値税･消費税･営業税改革等で環境要求を盛り込み、環境事業発展を支える環境税・費用政策体系を打ち立てるとしている。

環境税政策改革を進める主な措置として、環境所得税優遇政策の実効に積極的に関与し、高汚染･環境ハイリスク製品の輸出税額還付政策を引き続き整備し、消費税改革への関与を進め、資源型持続的発展準備金制度の制定に引き続き関与し、稀少資源の税・費用引き上げについて検討し、環境サービス業等を営業税優遇対象とし、独立型環境税方案を引き続き整備し、環境経済政策の基礎作業を全面的に強化していく。

＜中国新聞ネットより＞

ミネラルウォーター新基準を10月に施行　発がん性臭素酸を初めて厳格制限

　国家標準化管理委員会は先日「飲料用天然ミネラルウォーター」と「飲料用天然ミネラルウォーター検査方法」の2件の国家基準を公布し、臭素酸塩の含有量に対して規定を作り、最高でも0.01mg/Lを超えてはならないとしたが、これはWHOの制限値と一致する。

　「飲料用天然ミネラルウォーター」(GB8537-2008)の施行は2009年10月1日から、「飲料用天然ミネラルウォーター検査方法」(GB/T8538-2008)の施行は2009年4月1日からとなっている。同基準の最大の特徴は、臭素酸塩と3種の病原菌指標を追加し、また菌落総数を削除したことである。旧来の「飲料用天然ミネラルウォーター」国家基準は10年間、改正されておらず、また臭素酸塩の規定はなかった。

　新基準では菌落総数の項を削除したが、病原菌についてはさらに強化し、糞便連鎖球菌や緑膿菌及びウェルシュ菌の3種の微生物指標を追加した。

　現在、大多数のミネラルウォーター生産企業はみな臭素酸塩に頭を悩ませている。設備更新には少なくとも数十万元の費用が生じ、多くなれば数百万元となるが、これは主に企業規模の大小で決まる。また企業の生産工程や設備、測定機器も全て調整改造が必要で、ラベル修正等もある。

＜南方日報ウェブサイトより＞

湖北省環保局：2009年全省汚染物排出削減計画を公布

　先日、湖北省環保局は2009年全省汚染物排出削減計画を公布し、2009年末までに、全省COD排出量は57.89万トン以内、二酸化硫黄排出量は65.24万トン以内に抑え、交通騒音が70デシベル以下である都市の割合を80％以上とする。

　同省2009年主要汚染物排出削減計画目標は2008年よりCOD排出量1.5％減、二酸化硫黄排出量2.6％減とした。これは国が規定した「第11次五ヵ年計画」末までのCOD排出量58.50万トン、二酸化硫黄排出量66.10万トンの排出削減目標に沿ったものである。

　2009年の同省の排出削減計画は以下の通りである。武漢市都市圏排出削減目標はCOD排出量前年比2％減、二酸化硫黄排出量前年比2.8％減とする。交通騒音が70デシベル以下の都市の割合を80％以上とし、区域騒音が56デシベル以下の都市の割合を80％以上とする。工業固形廃棄物の総合利用率は75％とする。

＜環境保護省ウェブサイトより＞

【環境ビジネス、CSR情報】
北京市海淀区：年間12万トンの各種再生資源を分別加工

北京市海淀区が韓家川に建設した再生資源分別加工センターの敷地面積は3万㎡、古紙や廃ペットボトルの分別と自動パッキング、電子廃棄物の無害化解体、廃棄金属の分別加工機能を備えている。現在、操業開始した4つの専用分別区では計2000万元の各種再生資源分別加工設備を設置し、年間12万トンの各種再生資源を分別加工する。

＜北京市環境保護局ウェブサイトより＞

河北省邯鄲市：国内鉄鋼最大の排煙脱硫事業が検収に合格

先日、河北鋼鉄集団邯鋼公司の400㎡の焼結機の排煙脱硫事業が検収に合格した。同事業は、2008年に省と市が重点的に推進した省エネ排出削減事業の1つで、総事業費は4700万元である。同汚染対策事業実施後、5000トン以上/年の二酸化硫黄を削減できる。

全市の電力企業の11基の20万kW以上の大型ユニットは全て脱硫任務を完了し、2008年の新規脱硫済みの石炭火力発電容量は204.4万kWで、脱硫ユニットは全市の発電容量の83.1％、全省の脱硫ユニットの発電容量の14.3％を占める。鉄鋼企業の脱硫事業は大きな成果をあげ、武安市では10基の焼結機脱硫事業を終え、邯鄲鋼鉄公司は全国最大の400㎡の焼結機脱硫事業を模索しながら実施し、その脱硫事業は全省の上位にある。

＜河北省環境保護局ウェブサイトより＞

江蘇省：370億元で生態建設を推進

内需拡大策での発展拡大の重要分野として、2009年末までに江蘇省は370億元を省エネ排出削減・生態建設に投入していく。

同省政府の計画によると、現在3000億元の政府主導型投資事業を開始し、省エネ排出削減と生態建設をその中に組み入れる。370億元の省エネ排出削減と生態保護への投入は主に4つの面に集中する。①太湖流域汚染対策を速め、走馬塘、新溝河延長浚渫と15の湖に流れ込む河川の総合対策事業を重点的に行う。②淮河流域の汚染対策を強化し、水環境総合整備と工業汚染源対策を実施する。③都市汚水処理、ゴミ処理施設、汚水管網建設を加速する。④重点省エネ工程と循環経済建設を速める。

＜江蘇省環境保護庁ウェブサイトより＞

浙江省：2009年の環境対策プロジェクト計画に288億元を投入

3月25日、浙江省政府の記者会見によると、2009年、同省では160件の重点建設事業を手配し、2745億元を投入し、そのうち環境対策事業に288億元を投入する計画であるという。

160件の重点事業は、農業・林業・水利、交通施設、先進製造業、近代サービス業、都市建設・環境保護、省エネ排出削減、社会民生の7つの分野を網羅している。初歩的な計算によると、これらの事業の年度資金額で当年のGDPを名目上3％ほど引き上げられるという。

160件の重点事業のうち、今年実施されるのは140件。53件が新規着工事業で、計画投資額は4017億元である。また準備事業は20件で、計画投資額は3300億元である。この73件で総事業費の52.9％を占める。そのうち53件の新規着工事業には、上海・南通鉄道、塩城・淮安鉄道、溧陽揚水発電所など、元の計画によれば数年後に実施予定のもので、全体と長期的な発展に重要な戦略的意義を持つ重点事業が前倒し実施されることになった。20件の準備事業のうち、長江深水航路浚渫、江蘇田湾原子力発電所第2期など14件の事業の資金額は100億元を超える。

重点インフラ事業への資金投入を更に強化する。2009年、実施する重点交通事業は26件あり、年内に727億元の資金を投入する。そのうち、327億元は鉄道、280億元は道路、109億元は水路・港湾、11億元は空港に投入する。

重点産業事業も重要である。2009年、12産業振興計画を作り、40件の技術レベルが高く、波及効果が高く、核心的競争力のある重要工業事業を重点的に実施し、その計画総事業費は2304億元となる。無錫海力士、南車集団南方基地、無錫尚能太陽光電池、南京梅山鋼鉄のグレードアップ改造などを行う。昆山蘇台経済貿易協力区、常州創意産業団地、デジタル文化産業団地など30件の重要サービス業事業を重点的に実施し、その計画総事業費は1225億元となる。

また、2009年は12件の重要な社会事業を加速し、年41億元を投入する計画である。3.6万軒の低価格住宅と15万軒の販売用住宅の建設を着工し、その計画総事業費は115億元になる。農村を網羅し、全ての人に恩恵が及ぶような公共サービス体系構築の計画総事業費は115億元である。一部の環境対策事業の計画総事業費は228億元となる。重点分野の省エネでは、華電望亭発電所、鎮江諫壁発電所など5ヶ所の「上大圧小」（大規模な発電ユニットを建設、小型発電ユニットを閉鎖）プロジェクトを加速し、効率的発電ユニット440万kWを新しく建設する。同時に、2009 年は東風電、東台国華風電、南通LNG受入ステーション、川気東送(四川省の天然ガスを東部に輸送)などの新エネプロジェクトを重点的に実施する。

＜江蘇省環境保護庁ウェブサイトより＞

浙江(橋頭)再生プラスチック産業基地が全面建設段階に入る

浙江(橋頭)再生プラスチック産業基地プロジェクトは、浙江省寧波市重点事業、同市循環経済実証団地、同省循環経済発展「991行動計画」重点プロジェクトに組み入れられており、橋頭鎮東部煙墩村内にあり、第1期建設に3.18億元投じられ、敷地面積183ムーで、2010年に完成し稼働開始する見込みである。2008年から実質的な作業が始まって以来、現在、全面建設段階に入ってきている。
2008年8月、寧波市発展改革委員会はプロジェクト立案を許可し、10月よりプロジェクトが現場で動き始め、2009年2月には同市環境保護局の環境影響評価審査に合格し、現在、第1期183ムーの土地整備作業と、第2期40ムーの土地整備作業を完了している。今後、プロジェクト計画方案審査、拡張基本設計方案審査等の作業を行い、8月末までに1500万元を投じて産業団地汚水処理場等の環境附随事業建設を完了し、再生プラスチック生産により発生する廃水･廃ガス･騒音等の環境問題を効果的に処理していく。建設完工後は再生プラスチックが生み出す廃水の80％以上を再利用し、年間39.6万㎥節水できるようになる。
＜寧波市環境保護局ウェブサイトより＞

中国で「省エネ量取引」が年内に登場か

国際的GHG(温暖化ガス)排出権取引が金融危機の影響を受け、市況が低迷している時期にあって、国内排出権取引市場は新たな金融製品――省エネ量取引に注目している。

　省エネ量と炭素排出には一定の相関性があり、中国政府は温室ガス削減の国際的責任を負っていないが、単位GDPあたりエネルギー消費で省エネ20％という削減目標を打ち出しており、これは中国で省エネ量取引を実施するのに堅実な政策的土台となる。

　天津市排出権取引所の董事長補佐によると、省エネ量取引は同取引所の2009年度計画に組み込まれており、運行が順調であれば、この新製品は年内に登場するかもしれない。

　「省エネ量取引は我々も模索中であり、製品設計や取引手順、制度手配等について、我々は発展改革委エネルギー研究所や低炭素経済研究院と共同で関連研究を進めている」と、北京環境取引所の梅徳文副総経理は述べている。

＜21世紀経済報道より＞

北京市：5年間で350億を投じ、水務インフラを建設

　今年から5年間で、北京市は350億元を投じ、水務インフラ建設を拡大することを計画している。

　投入する資金は主に、都市汚水処理場のグレードアップ改造と再生水利用、北運河水系総合対策、南水北調附随工程の建設と都市排水システムの改造に利用される。

　現在、市街地では汚水処理場を9ヵ所建設し、その汚水処理率は93％に達し、また郊外では汚水処理場を14ヵ所建設し、その汚水処理率は48％に達した。今後5年間、汚水処理場をさらに5ヵ所建設する見込みである。そのうち、北苑汚水処理場は2010年から稼動開始する。通州、大興、房山の3つの新都市と5大重点鎮でも汚水処理場を建設する予定である。そのほか、汚泥処理施設を4ヵ所建設し、小紅門汚水処理場汚泥処理工程は2010年から操業開始できる。

　3年間で、市街地の汚水処理場のグレードアップ改造は全て完了し、再生水水質も地表水IV類基準に高める。再生水輸送システムを整備し、更なる利用拡大の条件を作り、市街地の汚水処理率を94％に高める。

　水務重点建設資金を南水北調附随工程にも投じ、引水後の供水安全性を確保する。南水北調の南主幹用水路、郭公荘浄水場、第10浄水場などの付随工程を開始し、市街地の水道水供給能力を高める。都市供水管網の改造を加速し、水質モニタリングを強化する。農村で農民一戸一メーター・管網節水改造を実施し、供水の水質を高める。

　5年間で、水務インフラ建設資金を350億元投じる計画で、そのうち市政府は毎年30～50億元投じて、区県政府と企業の年間約30億元規模の資金を動かしていく。

＜北京日報より＞

陝西省：13.95億元を投じ13汚水処理場を建設

　陝西省では、2009年に13.95億元を追加投入し、西安、咸陽、渭南、漢中、安康、延安、楡林市、楊凌区で汚水処理場を13ヵ所新規建設する見込みである。

　この13汚水処理場は、黄河上流と中流、漢江流域などの重点流域で建設する見込みである。具体的には咸陽市彬県中小都市汚水処理場、西安市北郊涇渭組団汚水処理工程、安康市江北汚水処理場、神木県県都汚水処理工程、西安市西南郊汚水処理場、涇陽県県都汚水処理場、咸阳市淳化県汚水処理場、戸県城西汚水処理場及び附随排水管網工程、漢中市江南汚水処理工程、楡林市定辺県県都汚水処理場、渭南市富平県汚水処理場、延安市黄陵県県都汚水処理工程、楊凌汚水処理場第二期工程である。
＜中国水利ネットより＞

広東省佛山市南海区：汚水処理場の建設に30億元を投入

　2009年、広東省佛山市南海区では30億元を投じ、24件の汚水処理事業を実施し、170km余の主幹配管の敷設を完成する。

　現在、南海区の生活汚水と工業汚水のCOD排出量比は3.68:1で、工業汚水はほぼ集中処理を実現している。2008年、同区では3ヵ所の汚水処理場を建設完成し、100kmの配管の建設を完成した。2009年、同区では公共財政と民間融資の方式により30億元を投じ、汚水処理場と付随配管の建設を集中的に実施する。2009年、24件の汚水処理事業を建設し、170km余の主幹配管の建設を完成し、今年末までに汚水処理率を50％にする計画である。2010年までに250kmの付随配管の建設を完成し、市中心部やその他郊外の実際汚水処理率をそれぞれ87％以上、77％以上にする。

　2009年、建築用セラミック製造企業27社、ガラス製造企業2社、印刷会社8社を閉鎖し、非鉄金属企業の反射炉工程を整備改造し、皮革・塗装産業の汚染取り締まりを徹底する。また閉鎖を保留された建築用セラミック製造企業10社は10月末までに脱硫、クリーンプロダクションなどの10件の改善事業を完成し、検収に合格しなければならない。

＜中国環境報より＞

【クリーンエネルギー、新エネ】
河北省：曹妃甸で40億元の風力発電を製造

40億元を投ずる河北省曹妃甸風力発電設備製造事業が唐山市政府会議センターで署名された。4月の建設着工を目指し、事業完了後の年間生産額は130億元となる。

同事業は哈爾濱電力集団が技術出資、冀東水泥(＝セメント)集団と華効資源が現金出資する大型設備製造基地であり、2期に分けて1000台の1.5～2MWの直接駆動式と半直接駆動式の大型風力発電設備製造事業を行う。第1期事業では500台の生産能力を作り、同時に盾石機械公司の一部の加工能力を利用し、第2期事業に伴って使用開始する。

＜河北省環境保護局ウェブサイトより＞

太陽光発電建築利用を政策的に推進へ

　財政省、住宅・都市建設省は、先日公布した太陽光発電建築利用推進に関する実施意見の中で、太陽光発電建築利用の推進は建築省エネを促進させる重要内容であり、発展の初期段階は実証事業方式で、「ソーラー屋上計画」を実施し、太陽光発電の都市農村建設分野の利用推進を促進することを指摘した。計画には、太陽光発電建築利用実証の推進や国内市場の立ち上げ等が含まれている。条件に適した地区では、いくつかの太陽光発電建築利用実証事業を支援する。重点領域に集中し、実証事業の効果を確実にする。

　具体的には第1に、太陽光発電建築利用実証事業を資金補助する。中央財政が特別資金を準備し、条件に合う太陽光発電建築利用実証事業を補助し、一部の太陽光発電建築利用事業の初期投資を補う。第2に、技術進歩と技術革新を奨励する。第3に、地方政府が関連の財政支援政策を公布するのを奨励する。

　財政省は先日、「太陽光発電建築利用財政補助資金管理暫定弁法」を公布し、太陽光発電建築利用財政補助資金管理を強化し、投資効果を高めていく。

＜新華ネットより＞

河北省：建築省エネ・既存建築省エネ改造政策技術研究事業を開始

　先日、「中国持続可能エネルギープロジェクト――河北省建築省エネ・既存建築改造政策技術研究」プロジェクトの開始式典が河北省建設庁で開かれた。

　河北省壁面省エネ改造弁公室の主要責任者が同プロジェクトの具体的な状況を紹介した。第一は『河北省民用建築省エネ政策技術研究』活動で、その具体的な内容は以下の通りである。

①『河北省民用建築省エネ条例』制定を河北省人民大会に提案申請する。

②21県の新築建築省エネを重点的に行い、行唐・元氏など21の実証モデル県を2009年全省建築省エネ業務の重点とする。

③建築省エネ新技術、新製品の監督管理を強化する。石家荘・邢台・秦皇島市を実証モデル市として、恒久的メカニズムを構築し、省エネ建築のプロジェクトの質を保証する。
④調査研究、視察学習を行い、実証県建築省エネ業務、建築省エネ材料、製品品質監督管理業務現場会議を開く。

　第二は『河北省既存建築省エネ改造方式、基準研究』活動で、具体的な内容は以下の通りである。

①既存建築の基本情報調査を行い、既存住居建築省エネ改造計画の作成要点を研究し、『既存建築省エネ技術改造規程』基準を作成する。

②既存住居建築省エネ改造の投融資のメカニズムと方式を模索する。

③熱供給体制改革を推進する。石家荘、邯郸、衡水、廊坊、秦皇島、張家口などの都市で、スチーム使用量に基づく料金徴収方法を推進する。
④調査研究、視察学習を組織し、既存建築省エネ改造シンポジウムを1～2回開く。

＜河北建設網より＞

国内最大の太陽光発電所の第1次入札で超低価格落札

　国内最大規模の太陽光発電所である甘粛敦煌10MW系統連系太陽光発電所の発電実証工程民活経営権プロジェクトの入札は、多くの人に注目されていた。無錫尚徳などの太陽電池やモジュールサプライヤーが入札に参加したほか、国電など多くの発電企業も入札に参加した。

　最低落札価格約0.69元/kWhの国投電力と英利HDのJVが落札したと見られている。

　第1次の商務入札（電力網買収価格競争入札）と技術入札（技術方案競争入札）で入札が行われた。国内の主流太陽電池、モジュール企業と発電集団が連合体を組んで競争入札に参加したが、最低価格約0.69元/kWhの見積価格は人々を驚かせた。この価格は、風力発電の電力網買収価格とほぼ同じである。2008年2月、国家発展改革委員会は、河北、黒龍江、寧夏自治区など6省（区）72件の風力発電プロジェクトの電力網買収価格を審査公布したが、全て0.51元/kWh～0.61元/kWhであった。

　敦煌10MWプロジェクトは、中国政府が批准した第3の太陽光発電所実証プロジェクトであり、以前の内蒙古オルドスプロジェクト（205kW）と上海崇明島プロジェクト（１MW）の規模と比べられない。敦煌プロジェクトの総事業費は5億元で、年間1637万kWh発電でき、民活経営期間は25年である。

　競争入札に参加したある太陽電池企業の幹部によると、0.69元/kWhの価格は同社見積もりの半分で、現地で同事業を行う場合、少なくとも2元/kWhになるという。

　2元/kWh以下の価格を出した企業は10数社（またはJV）余で、見積もり範囲は1.52元/kWh前後である。利益を得たいのなら、電力網買取価格は3元/kWh以上にする必要があるという。また太陽光発電コストが1元/kWhに下がる日は近く、ここ2年間のうちに実現できる可能性があるという。

＜第一財経日報より＞

福建省南安市：太陽光製品開発で新たな進展

先日、福建省南安市三晶陽光電力有限公司は調整試験を経て、太陽光電池の製造試験で新たな進展があった。

同社のガス法により少量生産した125mm×125mmの単結晶シリコン太陽光電池の平均発電効率は16.2％で、また100％物理法により生産した125mm×125mm太陽光電池の平均発電効率は12.5％だという。

南安市三晶陽光電力有限公司は2007年に発足し、2008年末に同省初の自主設計の25MW太陽光電池生産ラインを組み立て、調整段階に入った。この生産ラインは物理法の研究に使用された。

同市は太陽電池用低コスト高純度シリコン生産の面での強みに立脚し、2007年8月に泉州（南安）光電情報生産基地の建設を高規格で計画し、同省の第11次五ヵ年計画の情報産業特別計画にも組み込まれた。基地の全体計画用地は7.5k㎡で、3期に分けて建設し、2020年までに完成する計画である。その第1期は太陽光とLEDなどの光電情報産業群を重点的に発展させ、国家大学科技パーク福建拠点と6件の光電企業プロジェクトを導入し、18億元近くを投入する。全て生産に入ると年間生産額が70億元以上となる。

＜福建日報より＞

【環境展示会・シンポジウム情報】
□CWEE2009第3回中国(上海)国際風力発電展覧会・シンポジウム

2009年4月8日～10日　上海新国際博覧センター　(主催：中国農機工業会風力設備分会、世界風力協会など)

http://www.china5e.net/conference/meet.php?id=377
□第4回水処理産業新技術・新工程利用・金融危機下のチャンスと挑戦　交流会

2009年4月9日～10日　北京中工大厦　(主催：建設省科技発展促進センター)
http://info.water.hc360.com/2009/02/201405127699.shtml
□2009年第3回中国（天津）国際建築省エネ・新型建材展覧会

2009年4月9日～11日　天津市体育センター　(主催：中国建築材料連合会　天津市建設管理委員会)
http://www.tjbma.com/
□2009第6回中国国際太陽光パネル展覧会

2009年4月13日～15日　上海国際展覧センター　(主催：中国新エネ産業協会など)

www.ch-solar.com/
□第10回(春季)中国国際環境・廃棄物・資源利用・脱硫・集塵展覧会

2009年4月15日～17日　北京全国農業展覧会　(主催：中国環境機械産業協会、中国環境科学学会など)

http://www.china5e.net/conference/meet.php?id=397
http://www.chinadsdne.com/
□2009中国国際健康生活方式博覧会

2009年4月18日～20日　上海国際展覧センター　(主催：衛生省、科技省、中国科学技術協会など)

www.51lohas.org
□中国カーボン取引2009
2009年4月21日～23日　北京富力万麗酒店　(主催：JSPF、LRQAなど)

http://www.chinacarbontrade.com.cn/index_cn.html
□2009北京国際太陽エネルギー産業博覧会／ハイレベルフォーラム

2009年5月6日～8日　北京中国国際展覧センター　(後援：中国太陽エネルギー産業聯盟、中国資源総合利用協会再生可能エネルギー委員会など)

http://www.china5e.net/conference/meet.php?id=392
□2009年中国環境保護国際サミット

2009年5月13日～15日　中国北京JWマリオットホテル（JW万豪酒店）

（主催：中国環境科学学会、上海四傑商務諮詢有限公司）

http://www.chinacses.org/CN/News/2009-02/EnableSite_ReadNews703826061233676800.html
□全国第5回堆肥技術・工程シンポジウム

2009年5月16日～5月20日　広州華泰賓館

中国農業大学　中国農業機械化科学研究院　広東省農業科学院

http://file.h2o-china.com/tmphtml/200903/20090323-145525-21.shtml
□「中国国際工業省エネ排出削減科学技術改革大会」

2009年5月23日～24日　北京国際会議センター　（主催：中国石油・化学工業協会　中国電力企業連合会など）
http://www.gyjnjp.com.cn/
□第11回中国国際環境保護展覧会・会議（CIEPEC2009）

2009年6月2-5日　北京中国国際展覧中心(主催：環境保護省、発展改革委、科技省、住居・都市建設省)

http://www.chinaenvironment.org
□Aquatech China「アムステルダム国際水処理展（中国）」
2009年6月3日～5日　上海展覧センター　(主催：アムステルダムRAI国際展覧センター、国際水協会IWAなど)

http://www.jcesc.com/aquatechchina2009.html
□海洋汚染責任・政策国際シンポジウム

2009年6月3日～5日　大連海事大学　(主催：大連海事大学、オランダマストリハト大学)

www.mplp2009.cn
□中国国際風力大会／国際風力設備(広州)展覧会

2009年6月6日～6月8日　広東省広州

http://www.shbjzl.com/
□2009第4回上海国際省エネ排出削減博覧会

2009年6月8日～10日　上海展覧センター(主催：上海市省エネ協会、市建築省エネ弁交室等)

http://cn.puworld.com/News/NewsView.asp?MainID=68919800
□2009年中国国際海上風力発電・送電大会及び技術・設備展覧会

2009年6月22日～23日　上海国際会議中心　(主催：中国資源総合利用協会)
www.offshorewindchina.cn/
□2009華南国際水処理化学品展覧会

2009年6月24日～26日　広東省深圳市　(主催：広東省科技庁、広東省環保局等)
http://show.h2o-china.com/536.shtml
□2009年中国環境科学学会学術年会及び武漢国際環境科学・技術会議

2009年6月27～30日　湖北省武漢市　(主催：中国環境科学学会　共催：中国在米科技協会・世界中国環境専門家協会（PACE）)
http://www.chinacses.org/CN/News/2009-01/EnableSite_ReadNews703826001231689600.html
□第13回二酸化硫黄、窒素酸化物、水銀、PM2.5汚染抑制技術・管理国際交流会

2009年6月27日～30日　湖北省武漢市　(主催：中国環境科学学会など)

http://www.dsdne.net/news/200922174054.htm
□都市汚泥の持続的管理と技術　2009年国際会議

2009年8月8日～10日　黒龍江省ハルビン工業大学（主催：国際水協会（IWA）・ハルビン工業大学）
http://www.iwasludge2009.org.cn/ch/index.asp
□第5回国際水協会膜技術大会・膜技術・設備展覧会

2009年9月1日～3日　北京国際会議センター　(主催：国際水協会、清華大学)

http://www.iwa-mtc2009.org/index.asp
□第3回中国(蘇州)国際省エネ環境製品・技術展覧会

2009年9月10日～12日　蘇州高新国際会展センター　(主催：江蘇省経済貿易委、環保庁など)

□2009北京国際風力発電大会・展覧会
2009年10月21日～23日　北京中国国際展覧センター(新館)　

（主催：中国資源総合利用協会再生可能エネルギー委員会、中国再生可能エネルギー風力委員会等）

http://www.chinawind.org.cn/
　日中環境協力支援センター有限会社

　　URL　http://www.jcesc.com　  E-mail onogi@jcesc.com

※本ニュースへのご意見、ご要望をお待ちしております。

※本誌掲載記事の無断掲載、転送を禁じます。
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